
栃木県中小企業振興審議会 次第 

                            

日 時 令和７（2025）年11月17日（月） 14時から 

                                                   会 場 栃木県庁舎東館４階講堂           

１．開  会 

２．部長挨拶 

３．委員の紹介 

４．議  事 

（１）プラン検討部会における検討経過等について 

（２）次期産業プラン素案（部会案）について 

（３）その他 

５．閉   会 

 

《資料》 

○資料№１：プラン検討部会における検討経過等について 

○資料№２：次期産業プラン素案（部会案）について 



■委員 【県出席者】

所　　属　　・　　職　　名　　等 役　　職　　名

1
ｱｷﾔﾏ
秋山　みちよ

日本労働組合総連合会栃木県連合会副会長 産業労働観光部長
ﾏｽﾌﾞﾁ ｼｹﾞﾖｼ
鱒渕　繁義

2
ｲﾉｳｴ　ｶﾖｺ
井上　加容子

（一社）宇都宮工業団地総合管理協会監事
（（株）井上総合印刷　代表取締役社長）

産業労働観光部次長兼産業政策課長
ﾔﾏｶﾞﾀ ﾉﾌﾞﾕｷ
山形　信之

3
ｲｲｼﾞﾏ ﾅｵﾋﾄ
飯島　直人

（株）足利銀行常務執行役員営業本部副本部長 　　　〃　　　参事（観光立県・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ担当）
ﾀｼﾞﾏ  ﾊﾙﾐ
田嶋　晴美

4
ｶｻｲ　 ﾐﾅｺ
葛西　美奈子

（株）ＴＭＣ経営支援センター代表取締役社長 　　　〃　　　工業振興課長
ｺﾞｳ　ﾋﾃﾞﾉﾘ
郷　 秀憲

5
ｶﾐﾔ　 ﾕｷﾉﾌﾞ
神谷　幸伸

栃木県議会議員 　　　〃　　　経営支援課長
ﾔﾅｷ 　ﾐｴｺ
梁木　三惠子

6
ｶﾜｼﾏ　ﾐｷﾖ
川島　美貴代

東日本電信電話（株）栃木支店ビジネスイノベーション部　担当課長 　　　〃　　　国際経済課長
ﾋﾛｾ　 ﾕｶ
廣瀨　由佳

7
ｺｳﾌﾞﾂ ﾏｻｱｷ
幸物　正晃

関東経済産業局地域経済部地域振興課長 　　　〃　　　観光交流課長
ｸﾗｶﾞﾈ ﾕｳｲﾁ
倉金　有一

8
ｻｲﾄｳ　ｻﾀﾞｵ
齋藤　貞大

（一社）栃木県経営者協会副会長（フタバ食品（株）代表取締役社長） 　　　〃　　　労働政策課長
ﾖｼﾊﾗ　ｹｲｺ
吉原　佳子

9
ｼｵﾐ　 ﾁｶ
汐見　千佳

富士フィルター工業（株）代表取締役社長 　　　〃　　　産業政策課総務主幹
ｵｵｸﾎﾞ　 ｼﾝｺﾞ
大久保　慎吾

10
ﾀｶﾊｼ　ﾖｼｴ
高橋　美江

全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会女性経営者の会会長
（（株）ホテルサンシャイン益子館代表取締役）

　　　〃　　　産業政策課次世代産業創造室長
ｶﾒﾀﾞ　ｱﾂﾛｳ
亀田　厚郎

11
ﾊｼﾓﾄ　ｴﾐ
橋本　恵美

（公社）栃木県経済同友会社会貢献活動推進委員会委員長
（花咲ｸﾞﾙｰﾌﾟ 栃木小松ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ（株）/（株）ﾏﾃﾊﾝｿﾌﾄ/（株）ｹｲｴﾑｼｰ/（株）ﾏﾃﾊﾝｻｰﾋﾞｽ代表取
締役会長）

　　　〃　　　工業振興課ものづくり企業支援室長
ﾁｮｳ ﾏｻﾕｷ
長　雅行

12
部会長

ﾊｾｶﾞﾜ　 ﾋﾛｼ
長谷川　光司

（大）宇都宮大学データサ+A7:C16イエンス経営学部長 　　　〃　　　経営支援課中小・小規模企業支援室長
ﾋﾛｾ　 ﾐｷ
廣瀬　美紀

13
会長

ﾌｼﾞｲ　ｼｮｳｲﾁ
藤井　昌一

（一社）栃木県商工会議所連合会会長（藤井産業（株）代表取締役社長）

14
ﾌﾁｶﾞﾐ ﾏｺﾄ
渕上　誠

渕上誠公認会計士事務所代表

15
ﾏｽｺ　 ﾋﾛﾐ
益子　博美

（株）花のギフト社

16
ﾑﾗﾀ　 ﾚｲｺ
村田　玲子

公募委員（小山自慢（株）代表取締役）

17
ﾔﾏﾀﾞ　ﾕｳｺ
山田　祐子

栃木県商工会連合会理事兼女性部連合会会長（山田牛乳店）

18
ﾔﾏﾓﾄ　ﾋﾛﾐ
山本　裕美

日産自動車（株）栃木工場人事総務部長

19
ﾖｺｸﾗ　ｼｮｳｲﾁ
横倉　正一

栃木県中小企業団体中央会会長　（（株）横倉本店代表取締役社長）　

20
ﾖｼﾀﾞ　ｼｹﾞｷ
吉田　茂樹

（株）栃木銀行執行役員事業支援部長

※網掛けはプラン検討部会委員

氏　　名氏　　名

栃木県中小企業振興審議会委員名簿 （令和7(2025)年11月17日 現在）



第２回プラン検討部会における検討経過について 

 

１ 開催日 令和７年 10 月 23 日（木） 

 

２ 議事 

次期産業プランの素案（部会素案）について 

主な意見 その対応 

本県産業の特徴（人材）の事務職のミスマッチに関し、特に事務職を

希望する女性の県外流出につながっていると考えられる。ここへの施策

が必要である。 

企業誘致の中で、女性の雇用創出効果が高い情報通信業等のオフィス

の設置・移転に係る建物賃借料を助成しているところであり、これを「女

性から選ばれるとちぎ実現プロジェクト」に記載することといたしまし

た。 

女性が企業を選ぶ際に、職場環境の中でも更衣室やトイレがあるか、

設備の状態がきれいか等の事項が重要なポイントだと聞く。これらに関

する企業の取組を支援できるとよい。 

企業によっては、県外の新規学卒者を採用するため、手厚い家賃補助

等を実施しているところもある。そのような企業を支援できるとよい。 

現状では、企業の設備改修や家賃補助等への支援はありませんが、企

業の新規学卒者等の雇用・定着を支援するため、従業員へ奨学金返還支

援を行う企業の取組を、新たに支援することとし、「戦略１」に記載い

たしました。 

男性の育休取得促進に合わせて、男性の育児参加など、子育てに関す

る普及啓発も必要である。 

 「女性から選ばれるとちぎ実現プロジェクト」の「○女性が求める働

き方ができるとちぎ」の「とも働き・とも育ての推進」において、普及

啓発を実施して参ります。 

ＡＩセンターにおける支援について、観光ＤＸに対応した内容も実施

したほうがよいのではないか。 

ＡＩセンターの今後の運営において、対応して参ります。 

若年層へのＰＲについて、ＳＮＳ活用をより促進したほうがよいので

はないか。 

若年層に本県企業の魅力を伝えるため、ＳＮＳ等を活用していくこと

について、「戦略１」に記載いたしました。 

 

資料１ 



とちぎ産業成長戦略
2026-2030

栃木県

令和８年３月

（仮）

資料２



策定の趣旨・位置付け・計画期間

栃木県では、令和３（2021）年３月に策定した「新とちぎ産業成長戦略」に基づき、令和７(2025)

年度を目標年次とし、「とちぎビジネスAIセンター」の開設による県内企業のＡＩ等のデジタル技術

の導入及び利活用の促進や自動車・航空宇宙・医療福祉機器等の戦略産業の振興など、様々な産業振

興施策に取り組んできた。

この間、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い経済活動が停滞した後、５類への移行を経て社会

経済活動が正常化する一方で、ロシアによるウクライナ侵略等により、グローバルサプライチェーン

の脆さやリスクが露呈し、安定的に必要な物資を調達できるサプライチェーンの再編等の必要性が生

じるなど、経済安全保障リスクが増大するほか、米国の関税措置により金融資本市場は世界的に不透

明な状況が続いている。

さらに、国内では人口減少・少子高齢化の進行により人手不足が深刻化するとともに、物価・エネ

ルギー価格の高騰などの新たな問題が発生している。

このように大きく変化する社会経済情勢に適応するとともに、本県の強みを生かし、新たな潮流を

捉えながら、本県産業の持続的な発展に向け、目指すべき将来像や施策の方向性を示すものとして本

戦略を策定し、各種施策を推進していく。

本県の産業振興施策の基本指針であり、「栃木県中小企業・小規模企業の振興に関する条例」

に基づく指針としても位置づけるものである。

令和８（2026）年度から令和12（2030）年度までの５か年間を計画期間とする。

策定の趣旨

位置付け・計画期間
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本県産業の特徴（県全体）

■ 本県は、1960年代後半からの積極的な工業化政策による第２次産業の成長に伴い、全国有数

の「ものづくり県」として発展を遂げ、近年、県内総生産は9兆円前後で推移している。

■ 企業の規模別内訳では、全体の99.9％が中小企業・小規模事業者であり、従業者総数に占め

る従業者数の割合は全体の86.2％を占めるなど、本県の雇用を支える重要な役割を果たしてい

るがその数は減少傾向にある。
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本県産業の特徴（製造業・サービス業）

輸送用機械
12.9%

飲料・たばこ
10.9%

電気機械
9.8%

生産用機械
8.3%

化学
7.6%

食料品
7.2%

プラスチック
6.1%

非鉄金属
5.4%

金属
5.1%

鉄鋼
3.5%

パルプ・紙
3.2%

他14業種
19.9%

令和４(2022)年
製造品出荷額等
９兆4,783億円

栃木県の製造品出荷額等に占める各産業の割合

出典：総務省・経済産業省「経済構造実態調査（2023年）」

■ 製造品出荷額等は、コロナ禍に減少したものの、現在は回復基調にあり、2022年は９兆

4,783億円となった。

■ 製造品出荷額等に占める各産業の割合を見ると、過度に一つの産業に依存しないバランスが

とれた産業構成となっている。

■ サービス産業の売上高は、2022年は10兆円に迫っており、サービス産業の事業所数は、「卸

売業、小売業」や「宿泊業、飲食サービス業」等で減少する一方、「電気・ガス・熱供給・水

道業」や「医療、福祉」等で増加している。

栃木県のサービス産業の事業所数

出典：総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」(2021年)

増減率増減数20212016産業分類

200.017225886電気・ガス・熱供給・水道業

7.034519485情報通信業

1.1222,1152,093運輸業，郵便業

▲ 10.6▲ 2,31019,57321,883卸売業，小売業

▲ 4.6▲ 591,2241,283金融業，保険業

▲ 2.1▲ 1034,7834,886不動産業，物品賃貸業

2.5783,1703,092学術研究，専門・技術サービス業

▲ 14.7▲ 1,5799,12910,708宿泊業，飲食サービス業

▲ 9.1▲ 7447,3888,132生活関連サービス業，娯楽業

22.96143,2962,682教育，学習支援業

10.66466,7186,072医療，福祉

▲ 6.1▲ 30463493複合サービス事業

1.4705,1185,048サービス業（他に分類されないもの）

▲ 4.8▲ 3,18963,75466,943計

栃木県のサービス産業の売上高 2022年：99,970億円
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本県産業の特徴（企業立地・観光業）

■ 本県の工場立地状況は、令和６(2024)年の立地面積が35ha（全国18位）、立地件数は20

件（全国15位）となっている。

■ 観光消費額については、コロナ禍の影響により令和２（2020）年に大きく減少したが、令和

６(2024)年には過去最高となる9,656億円となった。

■ 観光客入込数は令和６(2024)年にはコロナ前の９割程度まで回復、観光客宿泊数はコロナ前

を上回り、外国人宿泊数は過去最高となった。

栃木県の観光消費額の推移

出典：観光庁「共通基準による全国観光入込客統計」
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本県産業の特徴（人材）

■ 本県は、男女共に10 代後半から 30 代前半までの若年層の転出超過が多く、特に女性の転

出超過が多い。転出先としては、東京圏が中心となっており、就職等を契機としたものと考え

られる。

■ 令和３(2021)年の県内事業所の従業者数は約93万人となっている。

■ 職業別求人・求職状況では、事務職や労務職で求人数を上回る求職者数となる一方、専門・

技術職、サービス職、建設職等では求人数を下回る求職者数となるなど雇用のミスマッチが生

じている。
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より栃木県作成

大学等卒業～就職～子育て世代

本県の５歳階級別、男女別転入超過数（令和6(2024)年日本人）】

-1,467人
20～24歳

年齢階層別
出生率

転
入

超
過

数
（

人
） 合

計
特

殊
出

生
率

（
－

）

栃木県の職業別求人・求職状況

出典：厚生労働省栃木労働局「求人・求職バランスシート（インデックス）」（2024年11月）
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時代の潮流

■ 国は戦略的に、デジタル化の進展や生成AIの登場等で重要性が増している半導体等の基幹製

品や、経済安全保障上重要な物資等に関する産業などについて、国内への投資やサプライチェ

ーン強靭化を進めている。

■ 革新的な技術やアイデアによってイノベーションを生みだし、急成長を目指すスタートアッ

プについて、国は支援を強化しており、試算によれば、スタートアップがマクロ経済に与える

影響は、GDP創出の直接効果で10.47兆円、間接波及効果を含めると19.39兆円とされている。

■ 国は、産業競争力強化法の改正により定義した中堅企業について、従業者数や給与総額の伸

び率も高く、高い成長が期待できるほか、地方に多く立地し、取引先や周辺企業への強い影響

力も有することから、地域経済への貢献を期待し、支援を強化している。

出典：経済産業省「半導体・デジタル産業戦略」などをもとに栃木県作成

スタートアップが生み出す経済効果

出典：経済産業省「スタートアップ育成に向けた政府の取組(2024年９月)」

デジタル関連産業の進展
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時代の潮流

■ 海外展開に取り組む企業の割合(2021年度)は、大企業では直接輸出企業割合が28.1％、直接

投資企業割合が32.0％となっているが、中小企業では直接輸出割合が21.0％、直接投資企業割

合が14.2％となっており、中小企業の割合が少ない。

■ 日本の漫画やアニメ、ゲームなどのコンテンツや食の世界的人気の高まりから、国では、

「新たなクールジャパン戦略」を策定し、官民連携して取り組んでいる。

■ 世界のコンテンツ産業(※)の市場規模は、石油化学産業、半導体産業よりも大きく、日本由来

のコンテンツの海外輸出額は、半導体産業、鉄鋼産業の輸出額に匹敵する規模となっている。

県内企業の海外展開の取組状況
資料：栃木県「工業基本調査」
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とちぎの強み・魅力とは

ものづくり、研究、観光・食などの分野において連携や共創を促進することで、

新たな付加価値創出やブランド化を通じた発展が期待できる。

「東京圏への近接性を生かした産業基盤と、

豊かな食・自然・観光資源が共存し、程良い暮らしと仕事が両立できる」

東京圏への近接性・物流の利便性

を生かしつつ、土地や拠点コスト

が抑えられる立地の優位性がある。

四季を感じる

多様な観光資源

日光・那須など四季に合わせた魅

力のある観光地や自然景観、温泉

等を有している。

多様な集積と

競争力のある産業基盤

自動車産業をはじめとした中堅・

中小の製造業が多く、地域内に連

携した産業集積が存在する。

程良い暮らしと

働き方のバランス

都心に近い利便性と自然の豊かさ

が両立する生活環境で、ゆとりの

ある程良いバランスで暮らせる。

教育・研究・人材の

ポテンシャル

産業との連携により人材育成やイ

ノベーションの創出が期待できる

大学や専門校がある。

強み・魅力

成長の余地

東京圏に近い立地と

アクセスの良さ
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本県産業が目指すべき将来像と基本姿勢

本県が目指すべき将来像

次世代に誇れるとちぎの産業、県民が愛着を持てる地域ブランド

基本姿勢

柔軟な働き方を選択でき、働きがいを感じながら活躍できる環境を整備する

とちぎの強みを生かしながら、本県産業の高付加価値化や技術革新を促進し、
更なる躍進を後押しする

中小企業・小規模事業者の経営基盤の強靱化を図り、生産性向上と成長機会の拡大
につなげる

地域の特性や資源を生かしたとちぎならではの魅力を発信し、人や企業を呼び込む

9



戦略・施策体系

【戦略１】
とちぎの産業を担う
人材の確保・定着・

育成

【戦略２】
とちぎの経済・雇用
をけん引する産業の

創出・強化

【戦略３】
中小企業の経営基盤
の強化と持続的発展

○産業の担い手となる人材
の確保・定着

○企業の成長を支える人材
の育成

○ワークイノベーションの
推進

○若年層の県内企業への
理解促進

○戦略産業等の強化

○新たな成長産業の振興

○産学官金連携による
イノベーションの加速化

○スタートアップ企業支援

○海外展開支援

○中小企業・小規模事業者
の経営力向上と企業変革
への支援

○地場産業の振興

○産業支援機関の機能強化

○持続可能な観光地づくり
の推進

○国内外からの誘客促進

○本県の強みを生かした
戦略的企業誘致の推進

○地域資源の磨き上げや県
産品のブランド価値創出
の促進

【企業変革に向けたＤＸの推進】

産業ＤＸ加速化
プロジェクト

【ＧＸ実現に向けた産業成長】

ＧＸ産業構造推進
プロジェクト

【女性に魅力ある雇用・産業創出】

女性から選ばれるとちぎ実現
プロジェクト

経営の合理化・効率化や生産性の向上、競争力の強化を図るため、ロボット等の活用を促進する

とともに、とちぎビジネスＡＩセンターを核として、製造業、サービス業、観光業など全産業に

おけるＤＸやデジタル化の取組を支援していくほか、ＤＸ推進による付加価値創出を目指す

■ 本県産業の持続的な発展に向け、目指すべき将来像を見据え、４つの戦略を基に施策を推進する。

■ 戦略的に施策を推進する中で、社会経済情勢の変化や時代の潮流を取り入れ、本県が直面する重要

課題に対応するため、分野横断的な３つのテーマを設定し、解決に向けたプロジェクトを推進する。

とちぎグリーン成長産業振興指針に基づき、カーボンニュートラルに資する新製品・新技術の研

究・開発の促進や製造工程における脱炭素化の促進、サーキュラーエコノミー（循環経済）の推

進、産業の誘致に取り組む

女性に魅力ある雇用・産業創出等に向けた事業戦略に基づき、女性が働きたいと思える産業の誘

致・育成や製造業における女性の業務領域の拡大、女性の希望に応じた多様な働き方のモデル創

出等に取り組む

【戦略４】
人や企業が集うとち
ぎの魅力向上・発信

10



【戦略１】とちぎの産業を担う人材の確保・育成

・企業の人手不足の深刻化

・デジタル人材や技術者・技能者など専門人材の育成

・県内企業における外国人材の確保・定着

・多様な人材が活躍できる環境の整備

課 題 施策の方向性

主な施策の展開

・企業ニーズに応じた人材確保・定着の支援を展開していく。

・県内産業を支える技術者・技能者の育成を支援していく。

・県内企業における外国人材の活用を支援していく。

・ワークイノベーションの実現に向けた取組を推進していく。

○産業の担い手となる人材の確保・定着

○企業の成長を支える人材の育成

○ワークイノベーションの推進

○若年層の県内企業への理解促進

・産業界や県内外の大学等と連携した若者の県内企業への就職促進

・若者の県内企業への就職促進に向けた奨学金返還への支援

・女性、高齢者、障害者など、個々の能力を生かした就労の支援

・高度な知識・技術を有する外国人材の確保や外国人への職業訓練

・とちぎ外国人材受入支援センター等による県内企業への外国人材活用に関する支援

・観光ＤＸの推進等による人材不足対策及び次世代の観光人材育成

・生産現場の見学等を通じた学生、保護者、教職員の県内企業への理解促進

・専門学校等の人材育成機関への進学から就職までの一貫した支援

・児童、生徒等を対象にした県内企業への理解を深める職業体験等の実施

・ＳＮＳ等の活用による若年層への県内企業の魅力等のＰＲの推進

・男性の働き方の見直しや仕事と家庭の両立に向けた育休の取得促進

・誰もが働きやすく魅力的な職場環境づくりに向けた企業の取組支援

・安心して働き続けることができる社会の実現に向けたカスタマーハラスメント防止対策の推進

・企業の生産性向上に向けた従業員へのリスキリングの促進

・栃木マイスターの活用による企業の技能水準の向上や各種競技大会を通じた技能継承への支援

・産業技術専門校における技術革新に対応できる技術者の養成

技術者の育成

学生向け企業現場説明会
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【戦略２】とちぎの経済・雇用をけん引する産業の創出・強化

・戦略３産業（自動車・航空宇宙・医療福祉機器）に続く産業
の創出

・イノベーション創出の機運が低調
・スタートアップ企業や大学発ベンチャーの数が、近隣県より
少ない傾向

・中小企業の海外展開への関心の掘り起こしや輸出先の多角化
に向けた企業の販路開拓支援が必要

課 題 施策の方向性

主な施策の展開
○戦略産業等の強化

○新たな成長産業の振興

○産学官金連携によるイノベーションの加速化

○スタートアップ企業支援

○海外展開支援

・戦略３産業（自動車・航空宇宙・医療福祉機器）の更なる競争力、稼ぐ力の強化
・ものづくり企業の成長を加速する未来技術の活用促進
・本県食品関連産業の振興に向けた“フードバレーとちぎ”の推進
・経済安全保障の確保に向けた企業の理解促進

・半導体や蓄電池、ロボット、宇宙産業などの新たな強みとなる産業の育成及び集積の促進
・コンテンツ産業など、本県産業の新たな強みを生み出す産業の振興

・本県中堅・中小企業と大学等の連携による新たなイノベーション創出に向けた支援
・企業が持つ技術や人材を通じた異業種間の交流創出等による地域ネットワーク機能の強化

・スタートアップ企業の創出や規模拡大に向けた支援施策の推進
・県内企業等と先進的なスタートアップ企業等との交流やマッチングの促進
・若い世代における起業家マインド（アントレプレナーシップ）の形成支援

・ジェトロ栃木貿易情報センターとの連携やとちぎベトナムサポートハブ等による本県企業の
更なる海外展開拡大に向けた支援

・海外見本市への出展や海外バイヤーとの商談会等による県産品の海外販路開拓・販路拡大の支援
・県内企業の海外展開に向けた大使館外交等の推進

・戦略３産業の強みをさらに強化するほか、新たな戦略産業の
創出や成長が期待される産業の振興等に取り組んでいく。

・地域の経済、雇用のけん引役である中堅企業や大学等の連携
を促し、新たなイノベーション創出につなげていく。

・スタートアップ企業の更なる創出・規模拡大に向けた支援を
強化していく。

・企業の海外から稼ぐ力の強化に向け、更なる海外展開の支援
に取り組んでいく。

スタートアップ企業交流イベント

自動車産業の製造現場
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【戦略３】中小企業の経営基盤の強化と持続的発展

・物価高騰や人件費の増加、金利上昇などによる、企業の利益

が出にくい状況

・中小企業の経営者の高齢化や後継者の不足

・地場産業の経営の現代化の遅れ

・多様な技術ニーズに対応する支援機関の機能強化

課 題 施策の方向性

主な施策の展開

・中小企業・小規模事業者の社会経済情勢の変化への的確な

対応や、更なる成長に向けた企業変革を支援していく。

・地域を支える地場産業の振興に向け、後継者育成や販路開

拓を支援していく。

・企業の多様な技術ニーズに対応するため、産業技術セン

ターにおける技術支援や研究開発機能の強化を図っていく。

○中小企業・小規模事業者の経営力向上と企業変革への支援

○地場産業の振興

○産業支援機関の機能強化

・社会経済情勢の変化に対応した地域を支える中小企業等の収益力向上支援

・栃木県事業承継・引継ぎ支援センター等の支援機関との連携強化による円滑な事業承継の促進

・持続的な賃上げの実現に向けた適正な取引と価格転嫁の促進

・地域経済への新たな活力となる女性や若者、高齢者などの創業の促進

・とちぎ地域企業応援ネットワークの活用などオール栃木体制による中小企業等の経営力の強化

・中小企業・小規模事業者の持続的な発展に向けた商工団体の支援体制の強化への支援

・企業を取り巻く社会経済情勢の変化に応じた県制度融資による円滑な資金繰りの支援

・企業のレジリエンス強化に向けたＢＣＰ策定等の取組への支援

・ＳＤＧｓ達成に向けた県内企業の社会課題を解決する取組の促進

・地域の歴史や文化に根付く地場産業の継承・振興に向けた、後継者育成や魅力発信の支援

・農商工連携、産学官金連携による高付加価値食品等の開発や販路開拓の支援

・企業の課題解決や成長を後押しする産業技術センターの技術支援や研究開発機能の強化

・(公財)栃木県産業振興センターを中核とした産学官金連携による、企業の課題解決の支援

・高度技術産学連携地域に所在する中小企業者が行う技術開発等の支援

中小企業等支援に関する会議

とちぎ産業創造プラザ
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【戦略４】人や企業が集まる魅力あふれるとちぎ

課 題 施策の方向性

主な施策の展開

○本県の強みを生かした戦略的企業誘致の推進

○地域資源の磨き上げや県産品のブランド価値創出の促進

・ものづくり県とちぎの更なる成長を見据えた戦略的な企業誘致の推進及び企業の定着促進

・市町や土地開発公社、金融機関やインフラ関連企業等と連携した産業団地開発及び企業誘致の推進

・地域未来投資促進法を活用した民間開発促進に取り組む市町支援を通じた産業用地確保の促進

・ジェトロ栃木貿易情報センターと連携した、外資系企業の立地・定着の促進

・日本酒等の付加価値創出と新たな販路開拓支援

・伝統工芸品の新たな製品開発支援による需要の喚起

・アンテナショップや大阪センターを活用した東京圏、関西圏への発信力強化

○持続可能な観光地づくりの推進

・観光客の受入環境整備や戦略的な観光地経営の推進
・国内観光客の繁閑差
・インバウンド観光客の誘客促進
・戦略的なプロモーションの展開
・産業用地の恒常的な不足
・社会環境の変化に応じた投資インセンティブの強化
・地域資源のブランド化やプロモーション力の強化

・持続可能な観光地づくりを推進していく。
・観光コンテンツの魅力向上や閑散期の需要喚起等を実施し
ていく。

・効果的・効率的な観光プロモーションを展開していく。
・県や市町等の連携のもと、計画的な産業用地の整備を進め
ていく。

・戦略的な取組方針に基づく企業誘致を展開していく。

・地域の観光地づくりの司令塔となるＤＭＯの機能強化

・多様なニーズ等に対応できる受入環境の整備・景観改善の促進及び観光地へのアクセス向上

・災害時の情報発信やオーバーツーリズムの未然防止等を通じた安全・安心な観光地づくりの推進

・観光客の満足度を高めるための「おもてなし」向上

○国内外からの誘客促進

・周遊につながる取組を促進するための市町、事業者、他産業との連携

・観光資源を生かしたテーマ別観光の推進や閑散期の旅行需要の喚起

・宿泊につながるナイトタイムエコノミー等の推進及び滞在コンテンツの造成

・インバウンド観光客向けの観光コンテンツの高付加価値化や海外誘客拠点、外国人材による情報発信

・ＳＮＳ等を利用したデジタルプロモーションやイベント出展等を通じたリアルプロモーションの展開

鹿沼インター産業団地

男体山・華厳の滝・中禅寺湖
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【企業変革に向けたＤＸの推進】産業ＤＸ加速化プロジェクト

とちぎビジネスＡＩセンター

・ＡＩ、ロボット、ＩｏＴ等利用の伸び悩み
・中小企業等の人手不足等に伴う経営の合理化や効率化
・企業のＤＸを推進する人材や資金の不足
・業務プロセスの変更に対する抵抗感
・本県産業の更なるデジタル化に向けたとちぎビジネスＡＩ

センターの役割拡大

施策の方向性課 題

主な施策の展開

○県内関係機関との連携

・商工団体等の関係機関との連携による中小企業・小規模事業者のデジタル技術の活用や生産性

向上に向けた支援

・(一社)栃木県情報サービス産業協会(ＴＩＳＡ)等と連携した地域ＩＴベンダーの育成

○企業のデジタル化を支える人材育成等への支援

・県内情報通信関連企業の中核となる人材育成等への支援

・産業技術専門校における企業のＤＸ人材の育成、生産性向上に向けた講座等の設置

・女性活躍の裾野拡大に向けた女性デジタル人材の育成

○本県産業の生産性向上に向けた更なるデジタル化の推進

・とちぎビジネスＡＩセンターを核とした県内産業全体のデジタル化・ＤＸの加速化に向けた支援

・企業の個別的課題解決のためのＤＸアドバイザーによる伴走支援

・生成ＡＩ等を活用した新たな技術・サービスの創出に向けた実証等への支援

・ロボット等の活用によるものづくり企業における生産性向上の促進

・人流データ等のデータ分析を用いたマーケティングの強化やAIを活用したプロモーションの推進

・県内企業のＡＩ、ロボット、ＩｏＴ等の更なる活用が図られ
るよう、とちぎビジネスＡＩセンターを通じて、国の補助金
活用サポートなど、積極的な導入支援を展開していく。

・企業のデジタル化を支える人材の育成等を支援していく。
・商工団体等と連携して、中小企業・小規模事業者の生産性向
上に向けた支援に取り組んでいく。

産業技術専門校における講座

15



【ＧＸ実現に向けた産業成長】ＧＸ産業構造推進プロジェクト

・脱炭素化に向けた技術開発

・脱炭素化や経済安全保障など国際情勢に応じた産業集積

・本県産業の強みを増やす、新たな成長産業の創出

・成長産業への参入に当たっての人材や資金の不足

施策の方向性課 題

主な施策の展開

○脱炭素等の機運醸成・環境整備

○新たな技術開発等への支援

○大学等と連携した新産業の創出・育成

○企業誘致・定着の強化

・脱炭素化や経済安全保障等を契機とした新たな技術・製品の開発やビジネス創出等に

向けた普及啓発

・サーキュラーエコノミー（循環経済）の確立に向けた企業の理解促進や研究機能の強化

・脱炭素化のモデルケース創出と県内企業への普及促進

・企業のカーボンニュートラルに向けた取組を後押しする資金確保への支援

・カーボンニュートラルに資する投資を行う企業の本県産業団地等への企業立地や工場の増設・

建替え等への支援

・革新的技術開発やシステム構築等に取り組む県内企業や大学等研究機関の掘り起こし

・国のグリーン成長戦略を踏まえた革新的技術開発やシステム構築等に向けた取組への支援

・脱炭素化等に資する技術開発や活用の支援

・企業の技術的課題の解決等に向けた人材育成・技術力向上の支援

・県内企業が脱炭素化や経済安全保障等を新たな成長の契機と

できるよう、新たな技術・製品の開発やビジネス創出等の

取組や人材育成等を支援していく。

・県内企業のカーボンニュートラルの実現に資する投資等への

支援に取り組んでいく。

再生プラスチック成形の実証試験

ガラス等に塗るだけで発電するインク
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【女性に魅力ある雇用・産業創出】女性から選ばれるとちぎ実現プロジェクト

施策の方向性課 題

主な施策の展開

○女性に魅力ある雇用や産業が集まる“とちぎ”

○女性が求める働き方ができる”とちぎ”

・女性から選ばれる新たな産業の振興・創出
・様々な産業分野における更なる女性活躍領域の拡大
・女性の雇用創出に効果が高い産業のオフィス設置・移転の促進

・企業における女性活躍やワークイノベーションの推進
・女性が求める多様なワークスタイルの推進
・とも働き・とも育ての推進

○女性が求めるキャリアが実現できる”とちぎ”

・女性登用のパイプライン構築支援・女性管理職の登用促進
・女性のキャリア形成支援の充実
・希望する仕事への就職支援

○住みたい・働きたいと思える”とちぎ”

・とちぎで暮らし、働く魅力の発信
・性別によるアンコンシャス・バイアスの解消に向けた啓発

○結婚や子育ての希望をかなえる”とちぎ”
・結婚の希望をかなえる支援の充実
・妊娠から子育て期まで切れ目のない支援の充実

１．とちぎに女性が希望する仕事をつくる３つの政策

２．とちぎで働く女性を呼び込み、支える２つの連携政策

・女性が多様な役割や働き方で活躍し、自分の能力や経験を生
かして自らが希望するキャリアを選択できる環境づくりを進
めていく。

・女性が希望する仕事をつくる３つの政策と本県で働く女性を
呼び込み、支える２つの連携政策を一体的に推進していく。

・就職等を契機とした東京圏への若年女性の転出超過
・女性の雇用が進む新たな産業等への対応
・女性の希望にかなう収入やワークライフバランス、時間や場
所を選ばない柔軟な働き方など、働きがいや魅力ある職場づ
くり

・希望する仕事への就業やキャリアアップ、専門的な知識や能
力を伸ばせる環境の整備

女性のキャリアアップ・就労支援講座

県内企業での女性活躍推進
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成果指標

指標戦略及びプロジェクト名

就業率（15歳以上人口）

戦略１
とちぎの産業を担う人材の確保・定着・育成

産技校におけるリスキリング関係講座の受講者数

とちぎUIターン就職促進協定締結校における
本県へのUIターン率

製造品出荷額等

戦略２
とちぎの経済・雇用をけん引する産業の創出・強化

付加価値創出に取り組む企業等の数

海外取引を行う企業数

経常利益額
戦略３
中小企業の経営基盤の強化と持続的発展

事業承継診断数

企業立地件数

戦略４
人や企業が集うとちぎの魅力向上・発信

観光消費額

外国人宿泊数

AI又はIoTを導入する事業所の割合産業ＤＸ加速化プロジェクト

脱炭素に資する支援件数ＧＸ産業構造推進プロジェクト

とちぎUIターン就職促進協定締結校における本県への女性のUI
ターン率

女性から選ばれるとちぎ実現プロジェクト
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